旭川市廃棄物の処理に係る指導要綱
第１章　総　則（第１条～第５条）
第２章　施設の設置等に係る指導（第６条～第２０条）
第３章　施設の設置等に係る申請及び報告等（第２１条～第２７条）
第４章　廃棄物の適正処理に係る指導（第２８条～第２９条）
第５章　その他（第３０条～第３１条）
第１章　総　則
（目　的）
第１条　この要綱は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）その他廃棄物の処理に関する法令等に定めるもののほか，廃棄物を処理する施設（以下「施設」という。）の設置及び変更（以下「設置等」という。）のための指導並びに廃棄物の処理に関し必要な事項を定めることにより、施設の適正な設置と廃棄物の適正処理を推進し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。
（定　義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによるほか、法で使用する用語の例によるものとする。
(1) 　法令等　次に掲げるものをいう。
ア　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「政令」という。）
イ　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号。以下「省令」という。）
ウ　一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和52年総理府・厚生省令第１号。以下「基準省令」という。）
エ　旭川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和47年条例第11号。以下「条例」という。）
オ　旭川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（昭和47年規則第16号。以下「条例規則」という。）
カ　旭川市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成12年規則第78号。以下「細則」という。）
(2) 　廃棄物　一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を含む。以下同じ。）及び産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。以下同じ。）をいう。
(3) 　施設　次に掲げる施設をいう。
ア　政令第５条第１項及び第２項に規定する一般廃棄物処理施設
イ　政令第７条第１号から第14号に規定する産業廃棄物処理施設
ウ　産業廃棄物処分業（特別管理産業廃棄物処分業を含む。以下同じ。）に係るイに該当しない事業の用に供する施設
エ　省令第10条の３第２号に規定する産業廃棄物の再生利用業（以下「再生利用業」という。）の個別指定に係る再生利用施設
オ　その他産業廃棄物収集運搬業及び特別管理産業廃棄物収集運搬業に係る積替・保管施設など産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理又は再生に必要な施設
(4) 　廃棄物処理施設　第３号ア及びイに掲げる施設をいう。
(5) 　設置等　次に掲げるものをいう。
ア　法第８条第１項及び第15条第１項に規定する廃棄物処理施設の設置
イ　法第９条第１項及び第15条の２の６第１項に規定する廃棄物処理施設の変更
ウ　法第14条第６項及び第14条の４第６項に規定する産業廃棄物処分業に係るア及びイに該当しない事業の用に供する施設の設置
エ　法第14条の２第１項及び第14条の５第１項に規定する産業廃棄物処分業の事業の範囲の変更に係るア及びイに該当しない事業の用に供する施設の設置
オ　法第14条の２第３項及び第14条の５第３項において準用する法第７条の２第３項に規定する届出のうち、施設の設置場所、施設の構造又は規模の変更
カ　再生利用業に係る再生利用施設の設置
キ　細則第２条第４項に規定する再生利用業の事業の範囲の変更に係る再生利用施設の設置
ク　細則第２条第６項に規定する変更の届出のうち、施設の設置場所又は再生利用の方法の変更
(6) 　排出事業者　自らの事業活動により廃棄物を排出する者をいう。
(7) 　事業者　施設の設置等、廃棄物の処理又は再生利用を業として行う者をいう。
(8) 　事前協議対象施設　第３号アからエに掲げる施設をいう。
(9) 　焼却施設　政令第５条第１項並びに第７条第３号、第５号、第８号、第12号及び第13号の２号に規定する焼却施設をいう。
(10)　最終処分場　政令第５条第２項及び第７条第14号に規定する最終処分場をいう。

(11)　特定施設　焼却施設及び最終処分場並びに政令第７条第９号から第11号の２まで、第12号の２及び第13号に規定する施設をいう。
(12)　関係市町村　本市以外の市町村で、市長が施設の設置等に関し生活環境の保全上関係があると特に認めた市町村をいう。
(13)　生活環境影響調査書　法第８条第３項及び第15条第３項に規定する書類で、省令第３条の２及び第11条の２に基づく必要な事項を記載した書類をいう。
（排出事業者等の責務）
第３条　排出事業者及び事業者（以下「排出事業者等」という。）は、施設の設置等をし、廃棄物の処理又は再生利用をしようとする場合は、法及び法令等の定めのほか、関係行政機関の指導及び関係法令並びにこの要綱を遵守しなければならない。
２　排出事業者等は、廃棄物の適正な処理を確保し、災害や事故の防止に努めるとともに、周辺地域住民の理解と融和に努めなければならない。
（市の責務）
第４条　市は、廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の保全を図るため、この要綱に基づき排出事業者等に適切な指導、助言及び監督を行うものとする。
（北海道及び関係市町村との連携）
第５条　市は、北海道及び関係市町村と廃棄物の処理に関し密接な連携を図るとともに、その協力を得て廃棄物行政の推進に努めるものとする。
第２章　施設の設置等に係る指導
（施設設置等に係る事前の協議）
第６条　事前協議対象施設の設置等をしようとする者（以下「事前協議者」という。）は、市が定めるごみ処理基本計画との整合性を図るとともに、地域の生活環境に配慮し、地域の理解を得ながら当該施設の設置等に係る諸手続を円滑に終了するため、当該施設の設置等に関し、設置等に係る工事に着手（以下「工事」という。）する前又は法及び法令等に定める設置等に係る許可申請又は届出等の手続き（以下「許可申請等」という。）をする前に、あらかじめ市と相談、協議（以下「事前協議」という。）を行い、指導又は助言を受けるものとする。
２　事前協議者は、前項の規定により事前協議を行う事前協議対象施設のうち、特定施設の設置等をしようとする場合は、当該施設の設置等に関し、地域の関係住民又は関係団体（以下「住民等」という。）若しくは関係市町村と、あらかじめ協議を行うものとする。
３　市長は、事前協議対象施設以外の施設の設置等に関し、特に必要と認めた場合は、第１項の規定に準じた事前協議を指導することができるものとする。
（立地に配慮すべき事項等）
第７条　事前協議者は、事前協議対象施設の設置等をしようとする場合は、周辺地域の生活環境の保全等に配慮するため、当該施設の立地に関し次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
(1) 　水道水源への影響のおそれのある上流域に施設を設置しないこと。
(2) 　法及び法令等以外の施設の設置等に係る関係法令での規制を受けている場合は、許可等が得られる見込みであること。
(3) 　市の土地利用計画等に支障のないものであること。
(4) 　原則として、住宅地（都市計画法で規定する第１種、第２種の住居専用及び住居地域並びに準住居地域であること。）、文教施設、医療福祉施設から概ね５００メートル以上離れていること。ただし、排出事業者が自らの事業所から発生する廃棄物を処理するため同一事業所の敷地内に当該施設を設置する場合を除く。
(5) 　周辺地域の景観に配慮すること。
(6) 　最終処分場の立地に当たっては、次に掲げる事項に配慮すること。
ア　遮断型を除く最終処分場については、原則、その埋立面積を概ね２０，０００平方メートル以下又は概ね１０年以内に埋立終了できる程度に区切って段階的に設置すること。
イ　遮断型最終処分場については、具体的な処分計画が作成され、少なくとも処分予定量の２分の１は、具体的な排出事業者からの排出量、廃棄物の性状等が確認される場合に設置すること。
ウ　最終処分場の埋立終了から廃止するまでの間について、基準省令に基づく維持管理に関し計画が策定され、また廃止後の跡地利用について周辺と調和を図るなどの計画が策定されていること。
２　事前協議者は、事前協議対象施設の設置等の予定地について、既に土地使用の権原を有するか、工事又は許可申請等をする前までに土地使用の権原を有していなければならない。
（許可対象外焼却施設の設置等に関する配慮事項）
第８条　法の許可対象とならない焼却施設の設置等をしようとする排出事業者は、事前に市とその計画について相談するものとする。
２　排出事業者及び事前協議者は、法の許可対象とならない焼却施設の設置等に当たっても、原則として、法に定める技術上の基準（構造基準）、維持管理の技術上の基準（維持管理基準）及び関係法令に準じ、これを遵守しなければならない。
（事前計画書の提出）
第９条　事前協議者は、第６条第１項の規定により事前協議を行おうとする場合は、別記１廃棄物処理施設の設置等に係る事前計画書（以下「事前計画書」という。）を別表に掲げる書類を添付し、市長に提出することにより行うものとする。
２　市長は、前項の規定により事前協議者から事前計画書の提出があったときは、必要に応じて現地調査を行うものとする。
（施設設置等の計画の公表）

第９条の２　市長は第９条第１項の規定により特定施設の設置等に係る事前計画書の提出があったときは、当該計画について速やかに公表するものとする。

２　前項の規定による公表は、次の各号に定める方法により行うこととし、必要な内容は、それぞれ当該各号に定める事項とする。
(1)　インターネットを利用する方法

ア　事前協議者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
イ　廃棄物処理施設の設置の場所
ウ　廃棄物処理施設の種類
エ　廃棄物処理施設において処理する廃棄物の種類
オ　廃棄物処理施設の処理能力（廃棄物の最終処分場である場合にあっては、廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）
カ　政令第５条の２又は第７条の２に規定する施設の設置等にあっては、法第８条第４項又は第15条第４項に規定する縦覧の有無並びに法第８条第６項又は第15条第６項に規定する意見書の提出の可否
キ　位置図等廃棄物処理施設設置場所の特定を可能とする図面の公表を行う日時、場所
ク　事前協議又は許可申請等の進捗状況
ケ　アからクまでに掲げる事項の改訂の履歴

(2)　地域の関係団体へ通知する方法

ア　第１号アからオまで及びキ

イ　事前協議者から説明を受ける機会を設けることについて、市長に対して要望できること
３　前項第１号の方法による公表は、第23条の規定により適合の検査結果を通知する日まで継続して行うこととし、公表事項の内容に変更が生じた場合は、変更後の内容を公表の対象とする。
４　第２項第２号の規定による地域の関係団体は、当該施設の設置場所及び設置場所から
５００ｍの範囲に区域を有する地区市民委員会並びに当該地区市民委員会に属する町内会（以下「地区関係団体」という。）とする。
（説明会の開催等）

第９条の３　市長は、前条第２項第２号に規定する公表の結果、説明を受ける機会を設けることについて要望を受けた場合は、対象とする地域及び住民等の範囲を決定の上、事前協議者に当該施設の設置等に関する事業計画の内容について説明会を開催するよう指導するものとする。

２　事前協議者は、前項の規定により市長から指導を受けた場合は、次の各号に掲げるとおり、指導のあった範囲の住民等（以下「説明対象住民等」という。）を対象に自ら説明会を開催し、住民等の理解に努めるものとする。
(1) 　事前協議者は、速やかに開催予定の日時及び場所を定め、あらかじめ市長に報告するとともに、説明会の開催について次に掲げる事項を記載した書面で住民等に周知するものとする。
ア　第９条の２第２項第１号アからオまでに掲げる事項
イ　説明会開催の日時及び場所
(2) 　事前協議者は、説明会開催時における事業計画の内容について、当該施設の設置等に係る事業計画、生活環境の保全及び維持管理並びに災害防止に関する計画その他必要な資料等（以下「設置計画関係資料等」という。）を示した上、誠意を持って住民等への説明を行い、住民等の意見を聴取するとともに当該施設の設置等に関し、その意見の反映に努めるものとする。
３　事前協議者は、前項の規定による説明会を開催した場合は、その結果について関係書類を添えて市長に報告するものとする。
４　前項に規定する報告の期限は、説明会を開催した翌日から起算して２週間を経過する日とする。
（住民等との協議等）
第10条　第６条第２項の規定により特定施設の設置等をしようとする事前協議者は、第９条第１項の事前協議に係る指導を受けた後において、次の各号に掲げるとおり住民等と協議を行い、当該施設の設置等に関する同意又は承諾等（以下「同意等」という。）を取得し、又は維持管理及び生活環境の保全等に関する協定（以下「公害防止協定等」という。）を締結するなど、地域の理解と合意形成を図るものとする。
(1) 　事前協議者は、設置計画関係資料等を示した上、住民等と協議を行い、同意等を得るものとする。
(2) 　前号に規定する協議及び同意等は、次に掲げる者を対象に行うことを原則とする。

ア　当該施設の敷地境界から概ね５００メートル以内に居住する住民がいる場合は、当該住民又はその地域を区域とする住民の自治組織（以下「町内会等」という。）を対象に行うこと。ただし、当該施設の敷地境界から概ね５００メートル以内に居住する住民がいない場合であっても、必要に応じ町内会等を対象に行うこと。

イ　当該施設からの排水を河川等に排出する場合で、水の利用に関し権利を持ち、その利用状況から排水の影響を受けるおそれのある住民等がいる場合は、当該住民等を対象に行うこと。
ウ　アからウに掲げる同意等を得る者は、住民にあってはその世帯主とし、町内会等又は関係団体にあっては、その会長又は代表者とする。
(3) 　事前協議者は、当該施設の設置等及び維持管理に関し、住民等から公害防止協定等の締結を求められた場合は、これに応ずるものとする。
２　市長は、前項の規定にかかわらず、住民等との協議又は同意等の状況及び地域の特性等を考慮し、特に必要と認めた場合は、対象とする地域及び住民等の範囲を決定の上、事前協議者に当該施設の設置等に関する事業計画の内容について説明会を開催するよう指導するものとする。

３　第９条の３第２項の規定は、前項の規定による説明会について準用する。
（関係市町村等との協議等）
第11条　第６条第２項の規定により特定施設の設置等をしようとする事前協議者は、第９条第１項の事前協議に係る指導を受けた後において、当該施設の敷地境界から概ね５００メートル以内の地域又は当該施設の設置等により生活環境に影響が生じるおそれがあると認められる地域に本市以外の市町村がある場合は、設置計画関係資料等を示した上、当該市町村と協議を行い、当該施設の設置等に係る同意等の取得又は公害防止協定等を締結をするものとする。
２　市長は、前項の規定にかかわらず当該施設の設置等に関し、生活環境の保全上、関係市町村又は一部事務組合（以下「関係市町村等」という。）の理解が必要と認めた場合は、事前協議者に関係市町村等との協議を指導するものとする。
３　事前協議者は、前項の規定により市長から指導を受けた場合は、関係市町村等と協議を行い、当該施設の設置等に係る同意等の取得又は公害防止協定等の締結など必要な措置を講ずるものとする。
（協議結果の報告等）
第12条　事前協議者は、第10条及び第11条の規定による同意等の取得、公害防止協定等の締結及び説明会の開催をした場合は、その結果について関係書類を添えて市長に報告するものとする。
２　前項に規定する報告は、第13条第１項に規定する別記２廃棄物処理施設事前協議書（以下「事前協議書」という。）の提出の際に行うことを原則とするが、特別の事情があると市長が認めた場合は、許可申請等をする前までに行うことができるものとする。

（事前協議書の提出）
第13条　第６条第１項の規定により特定施設の設置等をしようとする事前協議者は、第９条第１項の規定による事前計画書に関し、第17条第１項の通知を受けた後に、事前協議書を市長に提出し、協議を行うものとする。ただし、軽微な施設の構造又は規模の変更若しくは環境負荷の低減に係る事業の範囲の変更であって、市長が特に認めた場合は、この限りでない。
２　事前協議者は、事前協議書に別表に掲げる書類を添付したもの（以下「事前協議書等」という。）を１部（関係市町村等がある場合は、１部に関係市町村等の数を加えた部数）作成し、市長に提出するものとする。

３　市長は、事前協議者から事前協議書等の提出があった場合で、第11条の規定による関係市町村等との協議を必要としている場合は、関係市町村等との協議の状況及び生活環境の保全上の支障の有無等を確認するため、速やかに当該事前協議書等を関係市町村等に送付し、意見を聴くこととする。
４　市長は、第１項の規定により事前協議者から事前協議書等の提出があったときは、必要に応じて現地調査を行うものとする。
５　市長は、第１項の協議に係る特定施設の設置等について、第９条の２第２項第２号の公表に基づき、設置者から説明を受ける機会を設けることについて要望を受けた場合は、対象とする地域及び住民等の範囲を決定の上、事前協議者に当該施設の設置等に関する事業計画の内容について説明会を開催するよう指導するものとする。
６　第９条の３第２項から第４項までの規定は前項の説明会について準用する。

（旭川市廃棄物処理施設設置等指導連絡会議の設置）
第14条　市長は、事前協議者から提出された特定施設に係る事前協議書等及びその他市長が特に必要と認めた施設の設置に関する計画等について、当該施設の設置などに伴う諸問題の具体的対策と地域の環境保全に関し協議するため、旭川市廃棄物処理施設設置等指導連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。
２　連絡会議の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。
（事前協議者に対する指導等）
第15条　市長は、事前計画書又は事前協議書等の内容について、現地調査の状況、第10条又は第11条の規定による協議結果並びに前条の規定による連絡会議での協議内容等を踏まえ、事前協議者に対し必要な指導を行う場合は、文書をもって行うものとする。
２　事前協議者は、前項の規定により市長から指導を受けた事項（以下「指導事項」という。）について、速やかに必要な措置を講じなければならない。
３　事前協議者は、指導事項について必要な措置を講ずるに当たり、住民等又は関係市町村等と協議を行う必要があるときは、自らの責任において行わなければならない。
４　事前協議者は、指導事項のすべてについて必要な措置を講じた場合は、当該措置の内容を記載した文書（以下「措置書」という。）を１部（関係市町村等がある場合は、１部に関係市町村等の数を加えた部数）作成し、速やかに市長に提出するものとする。
５　市長は、事前協議書について第11条の規定による関係市町村等がある場合は、当該指導内容を関係市町村等に通知するとともに、措置書が提出された場合は、速やかに当該措置書を関係市町村等に送付するものとする。
（事前協議の取下げ）
第16条　事前協議者は、この要綱の規定により事前協議中の事前協議対象施設について、事業計画の変更その他事前協議者の都合により事前協議を継続する意思がなくなった場合は、事前計画書又は事前協議書を取り下げることができる。
２　事前協議者は、前項に規定する事前計画書又は事前協議書を取り下げようとする場合は、文書により市長に届け出るとともに、当該施設の設置等について協議を行っている住民等がいる場合は、事前協議の取下げについて、誠意を持って住民等に周知するものとする。

３　市長は、前項の規定により特定施設に該当する事前協議書について事前協議者から取下げの届出があったときは、事前協議者に当該事前協議書等を返戻するものとする。
４　事前協議者が、前条第１項の規定による指導の文書の送付があった日から起算して１年以内に市長に措置書を提出しない場合は、市長は、特別な事情がない限り、事前計画書又は事前協議書を取り下げたものとみなし、事前協議者にその旨を通知するとともに特定施設に該当する事前協議書の場合は、当該事前協議書等を返戻するものとする。
５　市長は、特定施設について第１項、第３項及び第４項の規定により手続きが行われた場合は、連絡会議、関係市町村等及び地区関係団体に対し、その旨を通知するとともに第９条の２第３項の規定にかかわらず、当該施設に係る公表を終了するものとする。
（事前協議の終了）
第17条　市長は、事前計画書又は事前協議書等及び措置書その他関係書類の内容が適当であると認めるとともに、特定施設にあっては、住民等からの同意等の取得等を終了したときは、事前協議が終了した旨の通知（以下「事前協議終了通知」という。）を事前協議者に送付するものとし、また特定施設の設置等に係り関係市町村等と協議している場合は、併せて当該関係市町村等にも通知するものとする。
２　事前協議者は、事前協議終了通知の送付を受けた後に、当該通知に係る事前協議対象施設の工事又は許可申請等を行うものとする。

（事前協議の有効期限）
第18条　事前協議者が事前協議終了通知の送付があった日から起算して１年以内（以下「事前協議終了の有効期限」という。）に当該通知に係る事前協議対象施設の工事又は許可申請等を行わない場合は、改めて、当該施設に係る事前協議の手続を行わなければならない。
（事前協議者の変更）
第19条　事前協議者が事前協議終了前又は事前協議終了の有効期限内に変更になった場合は、当該変更が相続によるものを除き、改めて、当該施設について事前協議の手続を行わなければならない。
２　市長は、前項の規定により行う必要な事前協議の手続きについて、変更の内容に応じその都度事前協議者に指導する。
（事前協議内容の変更）
第20条　事前協議者は、事前協議対象施設の事前協議内容を変更しようとする場合は、次の各号に掲げる場合を除き、改めて、当該施設について事前協議の手続きを行わなければならない。
(1) 　事前協議終了前の指導事項に係る必要な措置を講じるための変更の場合
(2) 　事前協議終了前の指導事項に係る必要な措置以外で、当該事前協議の一部を変更するため、あらかじめ市と協議を行い、市長が適当と認めた軽微な変更の場合
(3) 　事前協議終了の有効期限内に、当該事前協議の一部を変更するため、あらかじめ市と協議を行い、市長が適当と認めた軽微な変更の場合
２　事前協議者は、事前協議内容の変更が前項各号に掲げる事項に該当する場合であっても、市長が特に必要と認めた場合は、改めて、当該施設について事前協議の手続を行うものとする。
第３章　施設の設置等に係る申請及び報告等
（廃棄物処理施設の許可申請）
第21条　事前協議者は、法第８条第１項又は第15条第１項若しくは法第９条第１項又は第15条の２の６第１項に規定する廃棄物処理施設の設置又は変更に関する許可申請をしようとする場合は、第17条第１項の規定による通知を受けた後、法及び法令等に定めるもののほか、旭川市廃棄物処理施設の設置及び変更の許可に関する要綱の定めるところにより、申請書、生活環境影響調査書及びその他必要な書類を添えて市長に申請するものとする。
（工事の着手及び完了の報告等）
第22条　事前協議者は、第17条第１項の規定による通知の後若しくは第21条の規定による廃棄物処理施設の設置又は変更に係る許可を受けた後に事前協議対象施設の工事をしようとする場合は、工事に着手する前に別記３工事着手届出書を市長に提出するものとする。
２　事前協議者は、廃棄物処理施設に係る工事の場合を除き、前項に規定する事前協議対象施設に係る工事が完了したときは、速やかに別記４工事完了報告書を市長に提出するものとする。
３　市長は、前項に規定する報告書が提出されたときは、当該施設に係る工事完了の確認の検査（以下「確認検査」という。）を実施するものとし、確認検査の結果について通知するものとする。
（使用前検査の結果通知）
第23条　市長は、法第８条の２第５項又は法第15条の２第５項の規定により廃棄物処理施設の使用前の検査を受けようとする者（以下「使用前検査申請者」という。）から省令第４条の４又は第12条の４の規定による申請書の提出を受け、検査を実施した場合は、当該施設の許可に係る設置に関する計画の適合等について検査結果を使用前検査申請者に通知するものとする。
（処分業等の許可申請等の時期）
第24条　廃棄物処理施設の設置又は変更に係る法第７条第６項の規定による条例第16条第１項又は法第７条の２第１項の規定による条例規則第５条の２第１項若しくは法第14条第６項、第14条の２第１項、第14条の４第６項又は第14条の５第１項の規定により一般廃棄物処分業又は産業廃棄物処分業の許可又は変更許可の申請をしようとする者は、当該施設の設置又は変更に係る許可を受け、第23条の規定による使用前検査の結果通知を受けた後に行うものとする。
２　第２条第３号ウに該当する事前協議対象施設の設置等に係る法第14条第６項、第14条の２第１項、第14条の４第６項又は第14条の５第１項若しくは第14条の２第３項及び第14条の５第３項において準用する第７条の２第３項の規定による産業廃棄物処分業の許可申請等をしようとする者は、確認検査の結果の通知を受けた後に行うものとする。
３　第２条第３号エに該当する事前協議対象施設の設置等に係る省令第10条の３第２号に基づく細則第２条第１項、第４項又は第６項の規定による再生利用業の指定又は指定変更の申請若しくは変更の届出をしようとする者は、確認検査の結果の通知を受けた後に行うものとする。
（技術管理者の設置報告等）
第25条　廃棄物処理施設の設置者は、法第21条第１項の規定による技術管理者を設置又は変更したときは、その設置又は変更に関し市長に報告するものとする。
（事故時の措置）
第26条　排出事業者等は、施設等において故障、破損その他の事由により事故が発生したときは、直ちに応急の措置を講じるとともに、速やかに市長にその状況を報告するものとする。
２　排出事業者等は、市長が前項の事故の拡大又は再発の防止のため必要な措置を講ずるよう指示したときは、これに従うものとする。
第４章　廃棄物の適正処理に係る指導
（道外で発生した廃棄物の処理等）
第27条　道外で発生した廃棄物（以下「道外廃棄物」という。）を単に埋立処分又は焼却処分するために市内に搬入することは、原則として認めないものとする。ただし、道外廃棄物を再生利用又は焼却処理以外の中間処理のために搬入しようとする場合で、次の各号に掲げる事項に該当するとともに、排出事業者が事前に市と協議を行い、市長の承認を受けた場合は、この限りでない。
(1) 　事前協議する排出事業者は、排出事業者から工事の発注を受けた者又は委託等により事業者が排出事業者となった者でないこと。
(2) 　北海道が定める「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」に基づき、道外で発生した産業廃棄物の搬入について、あらかじめ北海道と協議を行い、確認を受けたものであること。
（承認の通知等）
第28条　市長は、排出事業者から搬入協議書の提出があった場合は、道外廃棄物の処理が次の各号に掲げる事由に該当するとともに、必要があると認めたときは、当該搬入協議書に係る道外廃棄物の排出先を所管する都府県（政令第２７条に定める都市を含む。）と当該搬入協議書の内容について協議を行い、市内に搬入することが適当であると認めた場合に限り、排出事業者に承認する旨を通知する。
(1) 　市の定める条例及びごみ処理基本計画との整合性が保たれていること。
(2) 　市内で発生した廃棄物の適正処理に支障がないこと。
(3) 　生活環境の保全上支障のないものであること。
(4) 　その他廃棄物の種類、性状、処理業者の実績、事業計画及び処理しようとする施設規模等から適正に処理されることが確実であること。
２　前項の承認の期間は、当該承認の日から１年を越えない範囲において市長が指定する期間とする。
３　排出事業者は、第１項に規定する承認の通知を受けた後でなければ道外廃棄物を搬入してはならない。
４　承認を受けた排出事業者（以下「承認排出事業者」という。）は、道外廃棄物を市内に搬入する１月前までに、その都度、搬入計画書を市に提出しなければならない。
５　承認排出事業者は、毎年６月３０日までに、前年度の搬入実績を市長に報告するものとする。
第５章　その他
（設置等の特例）
第29条　国又は地方公共団体が第２条第３号アに掲げる一般廃棄物処理施設、及び同号イに掲げる産業廃棄物処理施設の設置等をしようとする場合は、この要綱の規定は適用しない。
（その他）
第30条　この要綱に規定するもののほか必要な事項は、別途定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成12年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行前に、北海道が定める産業廃棄物の処理に係る指導指針の規定により道が行った事前協議に関する行為については、この要綱に基づき市の行った行為とみなす。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成12年10月１日から施行する。
　
　　附　則

　　（施行期日）

１　この要綱は、平成21年10月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行前に開始された事前協議は、なお従前の例による。

３　第13条第１項の規定による事前協議書が提出された場合で、関係する事前計画書に係る協議が、前項の規定により、なお従前の例によることとされていた場合、改正後の第９条の２及び第９条の３は当該事前協議書について準用する。この場合において第９条の２第１項中「第９条第１項」とあるのは「第13条第１項」と、「事前計画書」とあるのは「事前協議書」と読み替えるものとする。
　　附　則

　　（施行期日）

１　この要綱は、平成23年4月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成23年9月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成29年8月31日から施行する。
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